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研究成果の概要（和文）：日本の植民地政策史は、戦前は主とし開発のための行政機関による参照材料として用いられ
てきた。その一方で植民地への政治的差別への批判論も並立していた。戦後の植民地史も評価方法は二項対立だった。
本研究では、植民地支配を評価する上で、台湾人による植民地政策の対案提示という現実的な課題解決の歴史があった
ことを発見した。その植民政策は、コスモポリタン的な植民政策であった。

研究成果の概要（英文）：We assume that Japanese colonial policy science is mainly the reference material 
for the administrative agencies. On the other hand, there is some critical theory to colonial governance, 
too. Japanese colonial policy science is in the antagonism between pro and anti after WW2.
When I estimated colonial rule, I found that there was another realistic problem solution by Taiwanese. 
Its alternative policy has possibility to make Japanese colonial system cosmopolitan governance like 
United Kingdom’s commonwealth.

研究分野：東アジア近代史
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１．研究開始当初の背景 
1980年代のアジアの民主化を背景として、
各地で自由な学術研究の傾向が強まり、1990
年代からは各地の公文書館が植民地機関の
文書を積極的に整備、公開するようになった
ことを受け、政策の細かな経緯を実証的に研
究することが出来るようになった。 
それにもかかわらず、社会の中では歴史問
題は東アジアでは断片的な史実に基づく、エ
スノセントリズム的な史観が台頭している。
そこで、日韓台のアーカイブを横断的に利用
しつつ、植民地史における「支配」概念の再
検討を行うために本研究に着手した。 
 
２．研究の目的 
戦後の日本と旧植民地地域との植民地統
治をめぐる認識のズレは、政治問題として重
視されながら、実はそれが過去の統治の実態
に即していないまま論じられていることを
検証することが本研究の目的である。戦後の
国交回復を前にして、支配の実態を論じるこ
となく、互いの植民地認識は曖昧かつ技術的
にすり合わせられた。表面では植民地支配へ
の批判では一致しつつ、実際には日本が開発
の恩恵を論じ、各国は抑圧で応じるという構
図が生まれた。 
本研究は、このような固定的な構図を検証
すべく、公開が進む台湾総督府・朝鮮総督府
の公文書、関係する私文書の分析により、「支
配」の枠組みに回収されない当時の実態を解
明しようとするものである。 
 
３．研究の方法 
 個々の資料を関連付け、文脈を作る上で影
響力を持っている編纂資料に注目する。それ
は、大蔵省管理局編『日本人の海外活動に関
する歴史的調査』（1947 年）、閉鎖機関整理委
員会編『閉鎖機関とその特殊清算』（1954 年）
および外務省条約局編『外地法制誌』（1955
年―1961 年）である。これらの史観の共通点
は植民地支配による開発という恩恵への自
信である。しかし、編纂物は開発政策の裏面
にあるはずの意思決定プロセスの検証を欠
いている。政策の代替案との比較検討なくし
て正確な政策評価はできない。 
そこで、公文書等の統治関係資料の収集お
よびオーラルヒストリーのヒアリングによ
って、政策形成過程の検討を行った。 
英国の植民地研究では大英帝国内での本
国と植民地との水平的な関係についての研
究が進んでいる。Elleke Boehmer は、アジア
人として 1913 年に初めてノーベル文学賞を
受賞した詩人のタゴールと、同じく 1924 年
にノーベル文学賞を受賞したアイルランド
の詩人イェイツとの知的な交流などの事例
を研究している 。ボマーは、愛国主義の相
克ではない形で英国文化と植民地の文化と
のハイブリットな協調的進歩性を見出す。ま
た、ボーマーはロシアの哲学者であるバフチ
ンを引用しつつ、「メトロポリスの中心でナ

ショナリストと脱ナショナル的心性が結合」 
する事例に注意を喚起する。本研究ではボー
マーの着眼点を参考にしつつ、台湾人の楊肇
嘉と浅見登郎を中心に分析した。 
楊肇嘉の個人史を通して、日本の植民地支
配に流されず、批判的思考を持つことができ
たのかを検討することができる。その際、内
地留学のうち特に早稲田大学在学時代にお
ける留学体験と政治経験の組み合わせが果
たした役割に注目した。植民地支配という状
況を相対化するには、民族運動だけでも学問
だけでも十分ではない。日統治時代の台湾人
として生きつつも、楊はなぜ自律した思考を
持つことができたのか。本研究では、楊肇嘉
が内地留学という思考形成の時期を経たか
らこそ、実際の政治活動の意義を見つめなお
すことができた。 
この観点は、コンタクトゾーンの発想によ
るものである。戦前の日本の大学を「コンタ
クトゾーン」として捉え直し、留日学生が形
成したネットワークやその実践の意義を多
面的に明らかにすることができる。「コンタ
クトゾーン」とは、メアリー・プラットによ
って提唱された概念で、「地理的にも歴史的
にも分け隔てられてきた人々が、お互いに接
触し関係性を築く植民地的な空間」を意味す
る。本研究では、この定義に基づきつつ、し
かし、台湾・朝鮮といった日本帝国の植民地
であった異なる地域の人びとの水平的なつ
ながりに着目して議論を進める。 
留学生は、地域や学問分野を超えた学際的
研究へと発展をさせる可能性を持っている。
たとえば、留日学生史は、近代日本史・近代
中国史・近代朝鮮史・近代台湾史といったナ
ショナル（リージョナル）な枠組みを越えた、
東アジア全体に及ぶ枠組みを必要とする。こ
れに加え、コンタクトゾーンにおける水平的
連帯という視点を導入することで、留日学生
史を日本帝国における支配と従属という二
元論的枠組みへと問題を矮小化せず、日本を
含めた当時の東アジアの人びとの連帯がど
のように実現し、それと同時にどのような限
界を抱えていたのかをより多面的に明らか
にすることでこれまでの通説を見直すこと
が可能になる。コンタクトゾーンというミク
ロレベルでの分析概念を採用することで、知
の交流と発展の軌跡を追うことが可能であ
る。 
 
４．研究成果 
植民地史の前提とされてきた「支配」概念
を政策過程検証という方法で再検討するこ
とができた。その中で、楊肇嘉のような台湾
人運動家の重要性を発掘し、彼の残した植民
地自治制度への先進的な代替案政策を発見
することができた。楊の地方自治案は、植民
地政策への受容拒否という反対運動ではな
く、民間からのより適切な政策案の提示とい
う意味持っていた。 
英国でも植民地行政機関の政治を監督す



るため、本国に印度省が置かれている。日本
も同様に総督の専制政治を抑制するために
は、何かしらの対応が必要である。浅見登郎
は拓殖を統制するための中央行政機関を求
めた。それは専制の抑制という手段の一つで
あり、植民地議会でも構わない。実際、本書
の中で浅見ははっきりと植民地議会の必要
を訴えている。 
浅見登郎『日本植民地統治論』（1928）は、
植民行政の安定のために英帝国の例を念頭
に置きながらかなり大胆な提言も行ってい
る。それは第一次世界大戦後の英帝国の植民
地行政が実態としてほぼ独立に近い状態と
なった場合にも備えて、大英帝国の植民地、
自治領がゆるやかに連帯する道を模索して
いたこととも関係する。英帝国の自治植民地
について、浅見は「従属」よりも「平等」性
に注目している 。英国における帝国会議の
ような水平的な関係がなぜ英帝国では生れ
るのか。それは、そもそも垂直的な英帝国が
すべての地域を統合するような機能を持つ
ことが不可能であるという事実に依ってい
る。 
浅見の植民地政治の抑制と帝国の安定と
いう発想、そしてその方法としての議会設置
や植民地専門の行政機関の設置という論理
は重要である。楊肇嘉ら地方自治連盟は、こ
れ以後に積極的に植民地自治案や政策案を
提言していく 。その一例として『台湾地方
自治制改革案』（台湾地方自治連盟 1930）を
挙げることができる。この資料は楊肇嘉が編
輯兼発行人となっている。その体裁はまるで
自治制改革法案であり、「地方自治制改革趣
旨」、「台湾地方自治制改革大綱」、「台湾地方
自治制改革要綱」、「希望事項」からなってい
る。現在の官庁でも 5点セットと呼ばれる法
案資料一式があり、要綱、法律（政令）案、
理由、新旧対照表、参照条文をまとめたもの
からなる。5 点セットは、報道機関や国会提
出等外部向けの基本形である。体裁からして
楊肇嘉らは法案を意識していることが分か
る。 
本研究の意義は、行政機構の政策評価のた
めには忘れられた代替案との比較検証が有
効であることを実証するものである。植民地
認識に根強く残る「支配」という評価軸を批
判するという点にとどまらず、行政の公平性
や効率性を評価するためには、政治的弱者の
立場にたった代替案との比較検討が不可欠
であることを示している。 
本研究では、楊肇嘉の知的な背景を考察す
ることで、浅見登郎らの植民政策研究者を通
じて英帝国の政策知見の吸収過程を明らか
にした。それは、植民政策の理論を支配者側
ではなく、被支配者側が自分のものとしてい
く過程である。ここから見えてきたのは、本
当の立憲政治のために帝国こそ変わるべき
であると論じる新たな知性の誕生である。 
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